






  スクリーニング(早期発見)か有効な方法として認められるためには、スクリーニングを

行うことにより対象集団の健康状態が全体として改善する効果がなくてはならない。また、

そのスクリーニングが社会に受け入れられるためには、その効果を得るために必要な費用

か節約できる金額に比べて安い(費用便益の証明)か、同じ効果を得るために必要なコスト

か他の方法よりも少ないこと(費用効果の証明)が求められる。この他に方法の倫理性など

の条件もある。これらの前提となる効果は、単独での救命効果ではなく代替策であるスク

リーニングを行わない場合と比較して優れていることの証明か必要である。この証明は各

種の偏りを避けるために無作為比較試験(RCT)によることが求められるが、文献的な調査

の結果(表 1)ではその全体的な効果についてむしろ否定的な結果が多く報告されており検

診の目的疾患や効果の判定基準により結果も一定していない。

  これに対し、本研究班の班員である経験ある産科臨床医に対して、一般の妊婦に対する

超音波検査の有用性についての意見を求めた結果(別項)ではスクリーニングの有用性に関

する評価は大変高く、費用効果は経験的に十分認められる、との判定であったか、これは

欧米の主要な研究において効果自体の証明が少ないことと矛盾する。この矛盾を説明する

原因を検討し、今後の研究に考慮すべき要因を考察した。


